３．セーフティネットの充実

（１）女性に対するあらゆる暴力の根絶

女性に対する暴力は女性の人間としての尊厳への侵害であり、決して許されるものではありません。女性に対する暴力根絶に向けた取組を一層強力に推進していきます。また、メディアや企業を巻き込み機運を盛り上げるなど、府民啓発を進めます。
さらに、国際社会では、男女平等に向けた様々な取組が進められており、トラフィッキング（人身売買）禁止条約等について府民の理解を深める取組を進めます。

【具体的施策】

①　女性に対する暴力を許さない社会の形成に向けた啓発等の推進

〔府民文化部、福祉部、教育委員会等関係部局〕
・「女性に対する暴力をなくす運動」期間にシンボルとなるパープルリボンの啓発等による配偶者等からの暴力（ＤＶ）防止啓発キャンペーンを行うなど、女性に対するあらゆる暴力を許さない社会づくりに向けた啓発活動等を推進します。
・女性や子どもの人権尊重やエンパワーメントのための教育を進めるとともに、暴力によらずに問題を解決する方法を身につけることができるよう暴力を予防・防止するための啓発や教育に努めます。
・性犯罪や配偶者等からの暴力（ＤＶ）の防止や被害者の救済等を担う行政、教育、司法、医療など関係者への啓発等を行います。
・女性に対する暴力について、関係する女性関連施設をはじめ、保健・福祉・医療・警察、ＮＰＯ・地域住民など幅広い関係者による取組を推進するための連携体制を充実します。また、関係する機関が連携し、相談体制の充実やその周知等の取組を効果的に推進するとともに、関係機関の職員や教員等に対する研修を充実します。
②　女性に対する暴力を許さない社会の形成に向けた取組の推進

ア　配偶者等からの暴力（ＤＶ）への対策の推進　〔府民文化部、福祉部、警察本部等関係部局〕
・平成21年5月に策定した「大阪府配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」に基づき、相談、保護から被害者の自立支援等までの総合的な被害者支援を実施するため、各種施策の充実を図ります。また、関係機関職員の研修を充実し、その資質向上を図ります。
・「大阪府・市町村配偶者からの暴力対策所管課長会議」等を運営し、市町村も含めた関係機関の連携強化を図ります。また、シェルターの運営等に取り組むＮＰＯ等の民間団体と緊密な連携を図りながら、被害者支援を協働して推進します。
・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」の適切な運用とその周知を図るとともに、法に触れる行為については、被害者の意思を踏まえ、適切に判断して検挙する等の対応に努めます。
・恋人間の暴力（デートＤＶ）を防ぐため、若年層を対象とした啓発や教育機関と連携した取組を行います。
・府内市町村に対し配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する基本計画の策定や配偶者暴力相談支援センターの設置等について、助言等の支援を行います。
イ　性犯罪への対策の推進　〔府民文化部、警察本部〕
・凶悪犯罪を中心とする重大犯罪に関する最近の情勢等にかんがみ、これらの犯罪に適正に対処するため、強姦罪等の法定刑の引き上げなどを定めた平成16(2004)年の刑法改正の趣旨を踏まえ、強力で適正な性犯罪捜査を推進し、加害者の確実な検挙を図ります。
・被害者が相談や被害申告をしやすい環境の整備等、性犯罪の潜在化防止に向けた施策を推進します。
・被害者支援に関わる機関、団体等が連携し、被害者が被害直後から総合的な支援を継続的に受けることができる支援体制の充実を図ります。
・被害者の心情に配慮した事情聴取やカウンセリングの実施等による精神的ケアの充実等、被害者の精神的負担の軽減に努めます。
・女性に対する性犯罪を防止するための環境作りを推進し、性犯罪を起こさせない社会づくりのための広報啓発や被害防止のための情報発信などを行います。

ウ　買売春・人身取引への対策の推進　〔福祉部、警察本部〕　
・買売春と人身取引による女性や児童の被害を未然に防ぐため、啓発活動の推進や取締りの強化を図るとともに、更生保護が必要な場合には、婦人保護事業により適正な保護を行うなど、買売春と人身取引の防止に向けた取組を推進します。

エ　ストーカー行為等への対策の推進　〔府民文化部、警察本部〕
・ストーカー規制法を適切に運用し、ストーカー行為等への厳正な対処を図ります。
・相談体制の充実を図るとともに、どういう行為がストーカー行為に当たるのか、ストーカー事案に関して警察がどのような取締りや対応ができるのか、また、被害者の支援者もつきまとい等があった場合は法の対象となりえること等についての情報が伝わるよう周知啓発活動を推進します。

オ　セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進　
〔府民文化部、商工労働部、教育委員会〕
・職場におけるセクシュアル・ハラスメントに対する認識と理解を深めるため、企業等に対す　　る啓発を強化するとともに、事業主と労働者を対象とした労働相談を行うとともに、個別労使紛争解決に向けた調整等を行います。
・教職員による児童・生徒に対するセクシュアル・ハラスメントを防止するため、児童・生徒のための相談体制の整備や周知、管理職をはじめとした教職員の研修の充実等を図ります。
・職場、学校のほか、地域等の社会のあらゆる場におけるセクシュアル・ハラスメントについても防止のための取組が進められるよう啓発活動等を推進します。

③　国際的な女性を取り巻く課題の周知啓発　〔府民文化部〕
・トラフィッキング（人身売買）禁止条約等国際社会での女性を巡る課題についての情報を収集し、学校関係者等に周知するほか、市町村等を通じて男女共同参画分野で活動するＮＰＯなどの団体や府民に情報提供します。

④　女性の人権を尊重した表現の推進　〔府民文化部、警察本部等全部局〕
・メディアにおける女性の人権尊重の観点などについて、メディア側の自主的な基準作りが進むよう、国や他の地方公共団体と連携して働きかけていきます。
・府が行う広報・出版については、府民向けに広く情報発信されるため社会に与える影響が大きいことを考慮し、広報・出版物が男女共同参画の視点に立った表現となるよう、｢男女共同参画社会の実現をめざす表現の手引｣を活用した取組を進めます。
・メディアを通じたわいせつ情報に対して、関係法令の適用による取締りを進めます。
（２）様々な困難を抱える男女や高齢者、障がい者、外国人等が安心して暮らせる環境の整備
社会経済情勢の変化の中で、貧困や、教育や就労等の機会を得られないことや、地域での孤立など様々な生活上の困難に直面する人々が増加しています。生活上の困難が放置され深刻化すると、配偶者等からの暴力（ＤＶ）や児童虐待につながることも懸念され、特に子どもにはより深刻な影響をもたらす問題であることから、次世代への貧困の連鎖を断ち切るための取組を進めます。

また、施策の推進にあたり、障がいがあること、在住外国人であること、同和問題等により困難な状況に置かれていることに加え、女性であることでさらに複合的に困難な状況に置かれている場合があることに留意して施策を展開します。

さらに、性同一性障害などを有する人々、男女を問わず性的指向（異性愛、同性愛、両性愛）を理由として困難な状況に置かれている場合に対し、人権尊重の観点から施策の推進について配慮しながら展開します。
【具体的施策】
①　困難な状況に置かれた人々の課題解決のための支援の強化
〔府民文化部、商工労働部、住宅まちづくり部、教育委員会等関係部局〕
・様々な困難な状況に置かれた人々の課題を解決するため、関係部局の連携を図るとともに、市町村や地域福祉の支援人材、民間団体等と連携した取組を進めます。
・身近な相談窓口の情報など各種支援情報について、生活困難等に直面する人々に届くよう、市町村や民間団体等と連携して情報発信をします。
②　ひとり親家庭や障がい児への支援
〔福祉部、商工労働部、教育委員会〕
・平成21（2009）年に策定した「第二次大阪府母子家庭等自立促進計画」に基づき、母子家庭等ひとり親家庭の自立支援策等を計画的に推進するとともに、市等が実施する事業が円滑に進むよう、他市等の施策の取組状況について情報提供するなどの支援を行います。
・障がい・難病（慢性疾患）のある子どもが、地域で社会の一員として自分らしく主体的に生きる力を高めることができるよう、福祉、保健、医療等の支援を行います。

③　子育て家庭の経済的負担の軽減〔府民文化部、福祉部、住宅まちづくり部等関係部局〕
・子育て家庭の経済的負担の軽減を図るため、教育費や医療費など、子育てに関する費用の助成等を行います。
④　高齢者・障がい者福祉の充実及び就業促進

ア　高齢者福祉の充実及び就業促進　〔福祉部、健康医療、商工労働部〕
・介護保険に関する府民の理解を深めるため、国や市町村と連携しながら広報に努めます。
・「ふれあいおおさか高齢者計画2009」に基づき、介護サービス基盤の充実を図ります。
・介護サービスを安心して利用できるよう、市町村を中心とした、身近な相談・苦情対応窓口の整備を進めます。
・利用者の視点に立ったサービスの提供が確保されるよう、事業者・施設に対する適切な指導・監査を行います。
・高齢者が介護を要する状態にならないよう、また、状態が悪化することがないよう介護予防を図るとともに、自立した生活を確保するための生活支援サービスの充実を図ります。
・高齢者福祉サービスを提供する人材の専門性を深めるとともに、人権意識の高揚に努めるなどその資質の向上に努めるとともに、就労あっせん、人材の掘り起こしなど、高齢者福祉サービスに従事する人材を確保します。
・高齢者の就業意欲や技能を活かし、労働を通じて社会を支える側に立つとともに、生きがいをもって働くことができるよう、国や市町村など関係機関との連携を図りながら、就業機会の確保・拡大に努めます。
イ　障がい者福祉の充実及び就労支援　〔福祉部、商工労働部〕
・障がい者が地域の中で安心して生活できるよう、福祉サービスや就労支援の充実を図ります。
⑤　高齢者・障がい者が暮らしやすいまちづくり　〔住宅まちづくり部〕
・府営住宅について、今後ともだれもが安心して生活できる「あいあい住宅」の供給を進めるとともに、バリアフリー化を推進するなど、高齢者・障がい者が安心して暮らすことができる住宅・住環境を整備します。
⑥　女性であることで複合的に困難な状況に置かれている人々等への対応　

〔府民文化部、福祉部、健康医療部、商工労働部、教育委員会等関係部局〕
・障がいがあること、在住外国人であること、同和問題等により困難な状況に置かれていることに加え、女性であることでさらに複合的に困難な状況に置かれている場合があることに留意して施策を推進します。
・在住外国人女性を支援するため、外国語による情報提供や相談体制を整備し、また多様な分野の相談に応じられるよう、民間の相談機関との連携を図ります。
・女性であることでさらに複合的に困難な状況に置かれている場合の課題解決については、市町村が身近な地域で取り組む総合的な相談体制を支援します。
・男女を問わず性的指向を理由として困難な状況に置かれている場合などについて、人権教育・啓発に取り組みます。

暴力は、その対象の性別や加害者、被害者の間柄を問わず、決して許されるものではありません。特に、配偶者等からの暴力（ＤＶ）、性犯罪、買売春、人身取引、セクシュアル・ハラスメント、ストーカー行為等女性に対する暴力は、女性の人権を著しく侵害するものであり、男女共同参画社会を形成していく上で女性に対する暴力の根絶に向けた取組が必要です。


　また、トラフィッキング（人身売買）禁止条約等国際的な女性を取り巻く課題の周知啓発や女性の人権を尊重した表現の推進が必要です。


社会経済情勢の変化の中で、貧困など生活上の困難について幅広い層へ広がっており、特に、相対的貧困率は女性の方が高いことも踏まえ、様々な課題を抱える人々の課題解決のための支援、ひとり親家庭や障がい児への支援、子育て家庭への経済的負担の軽減が必要です。


高齢者が自立し、安心して暮らせる社会が実現できるよう、男女共同参画の視点に立ち、高齢者福祉の充実と就業促進に対する取組が必要です。


障がい者が地域で安心して生活できるよう、男女それぞれへの配慮を行いつつ、障がいのある人もない人も共に生活し活動することができる社会の構築に向けて、障がい者福祉の充実と就労支援の取組が必要です。


グローバル化の進展により、外国人が増加していることも踏まえ、言語の違い、文化・価値観の違いや地域における孤立などの困難な状況にある在住外国人等への支援が必要です。


また、施策の推進にあたり、障がいがあること、在住外国人であること、同和問題等により困難な状況に置かれていることに加え、女性であることでさらに複合的に困難な状況に置かれている場合があることへの留意が必要です。また、性同一性障がいなどを有する人々、男女を問わず性的指向を理由として困難な状況に置かれている場合などに対し、人権尊重の観点からの施策の推進についての配慮が必要です。


大阪では、福祉や人権、教育などの分野において多様な人々の活動により、地域におけるネットワークが形成され、セーフティネットとして機能してきました。個々の支援・相談ネットワークの活性化やネットワーク間の連携を図ることにより、様々な課題を有する人々の支援につながる、大阪らしいセーフティネットの充実が必要です。
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